
（宛先）行田市長
8 年 7 月 20 日
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《記入例》給与の支払いを受ける者が常時10人未満の事業所等について、納入手続きの簡素化を目的に年2回に分けて納入できる制度です。
　　　　　　なお、納期限が既に経過している期割分は納期の特例を適用することはできません。
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　申請の日前１年以内に納期の特例の承認を取り
　消されたことの有無及び取消年月日

有　（令和　　　　年　　　月　　　日承認取消）　　・　　無
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（臨 時 

常 時
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　　申請の日前６か月間の各月末の常時
　　給与の支払を受ける者の人員及び
　　各月の支払金額

　※賞与等の臨時の給与の金額を含む。

　※行田市以外の全市町村を含む、
　 　事業所全体の人員及び支払金額
　
　※臨時勤務者分がある場合は、常時給与
　　 の支払を受ける者の分とは別にして
　　 ２段書き（上段に記載） にしてください。

月　区　分 給与支払人員 給 与 支 払 額

令和　　８年  　 ４月

（臨 時 

常 時

　市町村に係る徴収金に滞納がある場合において、
　それがやむを得ない理由によるものであるときは、
　その理由の詳細
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令和　　８年  　 ６月
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令和　　８年  　 ７月

（臨 時 
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関 与 税 理 士

署 名
浮き城税理士法人　行田花子

（連絡先）
048-556-1121（内線002）

特例の適用を受けようとする税額 令和 8 10 月以降の特別徴収税額

代表取締役　行田太郎 電話番号 048-556-1111（内線001）

法 人 番 号 担
当
者

（連絡先）
人事課　給与担当

特別徴収義務者

指 定 番 号

※市町村ごと
に異なります

※左詰め記入

（氏   名）
行田次郎

【 提出先 】　〒３６１-８６０１　　行田市本丸２番５号　行田市役所総務部 税務課 市民税担当

名 　　　  称
( 氏   　　　名 )

水城株式会社

受付印
　　　特別徴収税額の納期の特例に関する承認申請書

令和
　 地方税法第３２１条の５の２及び行田市税条例第３３条の１４の規定により、特別徴収税額の納期の特例について承認
を受けたいので申請します。

所   在   地
( 住　   　　所 ) 埼玉県行田市本丸2-5

フ  リ  ガ  ナ ミズシロカブシキガイシャ

代 表 者 の
職　・　氏   名

　２．　送付先が所在地と異なる場合は、書類送付先を記入してください。

【 注意事項 】
　１．　申請書の提出は、特例の適用を受けようとする月の２０日頃までにお願いいたします。

法人の場合は、「国税庁法人番号公表サイト」に公表されて

いる法人番号を記載してください。

個人事業主の場合は、個人番号の記載は省略してください。

特別徴収税額の決定・変更通知書（特別徴収義務者用）に

記載ある番号を左詰めで記載してください。

（特別徴収義務者指定番号）

8桁と9桁の事業所が存在します。

必ず代表者の氏名と職（肩書）をご記入ください。

記載された職（肩書）が、そのまま承認通知に記載され

ます。

納期の特例の要件を満たしているかの整合性の確認のため、

直近６か月分の１か月ごとの給与支払人数、給与支払合計

額を記入してください。

申請日より過去１年間に、承認を取り消された場合のみ、

「有」を選択し、承認取消日を記載してください。地方税法施

行令に基づき納期の特例が認められない場合があります。

（取消理由例）住民税の滞納、従業員数増加による超過 等

取消しの経歴がない場合は、「無」を選択してください。


